
 
 

              

パブリックコメント手続の実施について 

 

 

１.案件名 

南相馬市就業等人材確保住宅条例・施行規則の廃止（素案）について 

 

２.案の公表と意見の提出期間 

令和３年１２月１５日（水）～令和４年１月７日（金） 

 

３.案の公表場所 

建築住宅課（本庁舎２階）、市民課総合案内、小高区役所市民総合サービス課、

鹿島区役所市民総合サービス課、各生涯学習センター（小高・鹿島・原町・

大田・大甕・高平・石神・ひがし・ひばり）、情報交流センター、市ホームペ

ージ 

 

４.意見の提出方法 

（1）提出様式は任意、住所・氏名・連絡先を明記 

（2）提出方法は持参、郵送、ファクス、電子メールのいずれか 

 

５.提出された意見の取り扱い等結果の公表予定日 

  令和４年４月（予定） 

 

６.意見の提出・問合先 

〒975-8686 南相馬市原町区本町二丁目 27 番地 

 建設部 建築住宅課 住宅係（本庁舎２階） 

電  話：0244-24-5253 

ファクス：0244-24-6151 

電子メール：kenchikujutaku@city.minamisoma.lg.jp 
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就業等人材確保住宅管理事業及び条例・施行規則の廃止について 

 

１ 趣旨 

就業等人材確保住宅については、平成２９年度に利用を開始し、令和３年度末 

で５年のリース契約が終了する。現在、市内の民間賃貸住宅の不足状況は解消さ 

れ空き室も出ている状況から、当初計画の通り５年間のリース期間終了に伴い、令 

和３年度を以って事業を廃止し、併せて条例及び施行規則を廃止するもの。 

 

２ 事業の経過 

 東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故後、市内の民間賃貸住宅は被 

災者や復興作業員等の利用により慢性的に不足していたため、南相馬市内の 

事業所等は、市外から新たな従業員を雇用する際の住居確保に苦慮していた。 

この状況から、市内の民間企業・事業所等が賃借して従業員等が入居できる 

「就業等人材確保住宅」を市が一定期間提供することで、市内事業所の人材確 

保の支援と、市内経済等の復興を図るため、平成２８年から市内２カ所に設置 

工事を開始し、平成２９年６月から供用を開始した。 

 

３ 事業概要 

（１）事業期間 

平成２８年度～令和３年度まで 

（２）事業内容 

   リース形式により整備した住宅の管理 

① 戸 数  ２４戸（三島町１４戸／東町１０戸） 

  ② 間 取  １Ｋ 

③ 使用料  １住戸につき月額４５，０００円 

  ④ 期 間  平成２９年度～令和３年度（５年間） 

（３）利用の資格（個人事業主、法人） 

  ① 雇用保険適用事業者で、市内に住所又は本支店があるもの 

  ② 市外の雇用保険適用事業者で１年以内に市内に転入又は本支店を設置す 

るもの 

  ③ 国、地方公共団体、独立行政法人又は公共的事業を目的とする法人で市 

内で事業を行うもの 

（４）事業の効果・現状 

   平成２９年６月より入居を開始し、令和３年３月３１日まで１６の事 

  業所の利用があった。 

また、平成３１年度には全室利用の状況もあり、市内事業所等の人材確 

保に効果があったが、供用開始から４年が経過し、施設の利用を開始した 

平成２９年６月当初と比較すると、就業住宅の利用事業者は年々減少して 
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いる。併せて、民間賃貸住宅不足事情も改善され空き室も出ていること 

  から、事業開始当初の目的は達成したと考えている。 

 

４ 事業方針の検討 

（１）これまでの利用状況 

   令和３年９月３０日時点での利用業者数は、３業者（８室）となってお 

  り、令和４年３月３１日で全業者が契約終了となる。 

再度利用する場合は新たに契約となるが、施設利用の際に、令和３年度 

末で住宅の供用を終了することは了承しており、施設の継続利用に関する 

強い要望は出ておらず、当該施設利用に関する新たな利用申込みも出てい 

ない。 

 

◆就業等人材確保住宅利用状況 

 H29 H30 H31 R2 R3 R3.9.30 

三島町就業住宅（14 戸） 7 10 13 9 5 3 

東町就業住宅 （10 戸） 3 9 10 5 5 5 

計 10 19 23 14 10 8 

利 用 率 42% 79% 96% 58% 42% 33% 

   （Ｈ29 年度は事業開始した 6 月 1 日時点、他は各年度 4 月 1 日時点の利用戸数） 

 

（２）民間賃貸住宅の状況 

就業人材確保住宅を整備する際には、市内の住宅事情が改善するまでの 

５年間の利用を前提としたリース物件としており、現在、平成２９年に事業 

開始した状況と比べて、市内の民間賃貸住宅事情が大きく改善し、同規模の 

アパートの空き室が増えている状況を踏まえると、施設利用の継続は民業 

圧迫に繋がることが懸念される。 

 

◆南相馬市内の民間賃貸住宅入居状況 

 
    ※市内民間賃貸アパート戸数：約 7,000 戸 
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◎この状況を踏まえ、就業人材確保住宅については、当初計画のとおり、令和３ 

年度で供用を終了し、併せて条例・規則も廃止とする。 

 

 

５ パブリックコメント手続き及び説明会にて公表する資料 

 〇就業等人材確保住宅管理事業及び条例の廃止について       資料２-１ 

○南相馬市就業等人材確保住宅条例を廃止する条例（素案）     資料２-２ 

○南相馬市就業等人材確保住宅条例施行規則を廃止する規則（素案） 資料２-３ 

〇南相馬市就業等人材確保住宅条例                資料２-４ 

○南相馬市就業等人材確保住宅条例施行規則            資料２-５ 

 

６ 施行期日 

  令和４年４月１日  

 

７ 今後の主なスケジュール 

No. 日程 項目 

１ 令和３年１２月 各区地域協議会へ報告 

２ １２月１５日（水）～令和４年１月７日（金） パブリックコメント 

３ 令和４年１月 各区地域協議会へ諮問 

４ 令和４年３月 廃止条例制定（3 月議会） 

５ 令和４年３月３１日 供用終了 
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８ 参考（位置図） 

 

 

◎外観写真 

            三島町                             東町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎内観写真 

                                                          

                                                          

                                                          

                                                          

                                                          

                                                          

                                                          

                                                                                                                       

                                                          

就業人材確保住宅位置図 

原町区東町２－８６

－３ 

東町就業住宅：１０戸 
原町区三島町２－３３ 

三島町就業住宅：１４

戸 

  

  



 
南相馬市条例第  号 

 
 

南相馬市就業等人材確保住宅条例を廃止する条例（素案） 

 

 

 南相馬市就業等人材確保住宅条例（平成 29 年南相馬市条例第 11 号）は、廃

止する。 

 

 

 附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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南相馬市規則第  号 

 
 

南相馬市就業等人材確保住宅条例施行規則を廃止する規則（素案） 

 

 

 南相馬市就業等人材確保住宅条例施行規則（平成 29 年南相馬市規則第 15号）

は、廃止する。 

 

 

 附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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○南相馬市就業等人材確保住宅条例 

平成２９年３月２４日 

条例第１１号 

（設置） 

第１条 市は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条第１項の規定に基づき、

市内で活動する事業者に就業する人材の確保を支援するため、事業者が雇用する者等を入

居させるための集合住宅（以下「就業等人材確保住宅」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 優先利用資格認定事業者 就業等人材確保住宅の利用の許可を優先的に受けること

ができる事業者として、次のアからウまでのいずれかに該当するものをいう。 

ア 日本標準産業分類（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統

計基準として定められたものをいう。）において教育、学習支援業又は医療、福祉に

分類される事業を市内で行う事業者 

イ 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２８条第２項において

読み替えて適用される災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項

の規定に基づき警戒区域が解除された市内の区域で事業を行う事業者 

ウ 平成２３年３月１１日以降に南相馬市企業立地促進条例（平成１８年南相馬市条例

第２５５号）第３条の奨励措置の対象となる事業者 

(2) 一般利用資格認定事業者 前号以外の事業者 

（名称等） 

第３条 就業等人材確保住宅の名称、位置、住戸数及び間取りは、別表のとおりとする。 

（附帯施設） 

第４条 就業等人材確保住宅に附帯施設として、外部倉庫、駐車場、駐輪場及びごみ置場を

置く。 

（施設の管理） 

第５条 就業等人材確保住宅は、市長がこれを管理する。 

（利用の許可） 

第６条 就業等人材確保住宅を利用しようとする事業者は、あらかじめ利用の許可を受けな

ければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 市長は、就業等人材確保住宅の住戸及び附帯施設（以下「施設等」という。）の全部又

はその一部の利用を許可することができる。 

３ 市長は、就業等人材確保住宅の管理上必要があると認めるときは、前項の許可をする際

にその利用について条件を付することができる。 

４ 市長は、第１項の利用の許可を受けようとする事業者を優先利用資格認定事業者と、一

般利用資格認定事業者とに区分するものとする。 
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５ 市長は、前項の優先利用資格認定事業者に、優先的に利用を許可（以下「優先許可」と

いう。）することができる。 

６ 市長は、前項の優先許可をしてもなお住戸に空きがある場合は、一般利用資格認定事業

者に利用を許可することができる。 

（利用許可の制限） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、就業等人材確保住宅の利

用を許可しない。 

(1) 次のアからエまでのいずれにも該当しない者 

ア 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第５条第１項の適用事業の事業者（以下

「雇用保険適用事業者」という。）であって、個人事業主の場合には事業主の住所が、

法人の場合にはその本店又は支店の所在地が市内にあるもの 

イ 市外に事業主の住所又は法人の本店若しくは支店の所在地がある雇用保険適用事

業者であって、１年以内に当該事業主が市内に転居又は当該事業主の法人の本店若し

くは支店を設置しようとするもの 

ウ 国、地方公共団体、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１

項に定める独立行政法人又は公共的事業を目的とする法人であって、市内において事

業を行うもの 

エ アからウまでに規定するもののほか、市長が特に利用の必要があると認める者 

(2) 市町村税を滞納している者 

(3) 営業に関し法令上必要とする資格を有しない者 

(4) 契約を締結する行為能力を有しない者 

(5) 破産法（平成１６年法律第７５号）第１５条第１項の破産手続の開始の決定を受け同

法第２５５条の復権をしていない者 

(6) 南相馬市暴力団排除条例（平成２４年南相馬市条例第２３号）第２条第１号の暴力団

又は同条第３号の暴力団員等が実質的に所有又は経営若しくは事業に関係する者 

(7) 前号に掲げる者のほか、犯罪行為を目的として結成された組織などの反社会的勢力が

所有又は経営若しくは事業に関係する者 

(8) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(9) 施設等を損傷又は滅失するおそれがあるとき。 

(10) その他就業等人材確保住宅の管理上支障があるとき。 

（許可の手続） 

第８条 前２条に規定する許可の手続について必要な事項は、規則で定める。 

（許可の取消し等） 

第９条 市長は、第６条第１項の規定により就業等人材確保住宅の利用を許可した者（以下

「利用事業者」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、同項による許可を取

り消し、又は施設等の利用を制限することができる。 

(1) 第７条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 利用の取消しを申し出たとき。 
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(3) 第６条第３項の規定により付された利用条件を遵守しなかったとき、又は次条に規定

する利用の範囲と異なる利用が判明したとき。 

(4) 偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。 

(5) 法令に違反する行為を行ったとき。 

(6) この条例又はこの条例に基づく規則に違反しているとき。 

２ 市長は、前項の規定により施設等の利用を制限し、又は利用の許可を取り消すときは、

利用事業者に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による許可の取消し等により利用事業者が損害を受けることがあっても、

市はその責めを負わない。 

（利用の範囲） 

第１０条 利用事業者は、就業等人材確保住宅をその者が雇用する者の住宅として利用しな

ければならない。 

（利用期間） 

第１１条 就業等人材確保住宅の利用を許可する期間（以下「利用期間」という。）は、１

年以内又は当該許可を受けた日の属する年度の年度末までとする。 

２ 市長は、利用事業者から利用期間の延長の申請があったときは、利用期間の合計が２年

を超えない範囲で延長することができる。 

（目的外利用等の禁止） 

第１２条 利用事業者は、就業等人材確保住宅を第１０条に規定する利用の範囲以外に利用

し、又はその権利を第三者に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用料） 

第１３条 就業等人材確保住宅の使用料は、利用の許可を受けた１住戸につき月額４万５，

０００円とする。 

２ 利用事業者は、市長が指定する日までに利用する期間の使用料を全額納入しなければな

らない。 

３ 利用事業者が就業等人材確保住宅の利用を開始した場合又は利用を終了した場合におい

て、利用期間が１月に満たないときは、その月の使用料は日割計算による。この場合にお

いて、当該使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。 

４ 市長は、利用事業者が就業等人材確保住宅の利用を利用期間の満了する日の前に終了し

たときは、既納の使用料のうち、利用の終了日の翌日から利用期間の満了日までの期間に

相当する使用料を返還するものとする。 

（減免又は徴収猶予） 

第１４条 市長は、特別な事情があると認めるときは、規則で定める基準により、使用料を

減額し、若しくは免除し、又は徴収猶予をすることができる。 

（費用負担） 

第１５条 施設等の利用により生じる次に掲げる費用は、利用事業者の負担とする。 

(1) 電気、ガス、水道及び下水道の使用料 

(2) 汚物及びごみの処理に要する費用 
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(3) その他市長が指定する費用 

（利用における遵守事項等） 

第１６条 利用事業者及び就業等人材確保住宅に入居する者（以下「居住者」という。）は、

就業等人材確保住宅の利用について必要な注意を払い、施設等を正常な状態において維持

しなければならない。 

２ 利用事業者及び居住者は、周辺環境を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為をしてはならな

い。 

３ 利用事業者は、就業等人材確保住宅の増築、改築、改造若しくは模様替え又は敷地内に

おける工作物の設置（以下「増改築等」という。）を行ってはならない。ただし、原状回

復又は撤去が容易な施設等の現状変更で市長の許可を受けたものについては、この限りで

ない。 

４ 市長は、前項ただし書の許可を行うに当たり、利用事業者が就業等人材確保住宅を明け

渡すときは、利用事業者の費用により原状回復又は撤去を行うことを条件とするものとす

る。 

５ 第３項の規定に違反して利用事業者が増改築等を行ったときは、利用事業者は自己の費

用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

（明渡し） 

第１７条 利用事業者は、就業等人材確保住宅の利用を終了したとき、又は第９条の規定に

より利用の許可を取り消されたときは、施設等を明け渡さなければならない。 

２ 市長は、利用事業者が前項の規定による施設等の明渡しをしないときは、それによって

生じた使用料及び損害額を利用事業者から徴収することができる。 

（原状回復の義務） 

第１８条 利用事業者は、前条第１項の規定により施設等を明け渡すときは、あらかじめ施

設等を原状に回復しなければならない。 

２ 利用事業者が前項の規定による義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、

その費用を利用事業者から徴収することができる。 

（立入り） 

第１９条 市長は、就業等人材確保住宅の管理に必要な限度において、居住者の同意を得て、

その職員に住戸に立ち入らせることができる。ただし、居住者の同意を得ることのできな

いやむを得ない事由のあるときは、その者の同意を得ることなく立ち入らせることができ

る。 

２ 前項の規定により、立入りを行う職員は、その身分を示す証票を携帯し、居住者又は関

係人にこれを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入りの権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはなら

ない。 

（損害賠償） 

第２０条 利用事業者は、故意又は過失により施設等を毀損し、又は滅失したときは、それ

によって生じた損害額を市に賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、
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市長が特別な事情があると認める場合は、この限りでない。 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

（利用契約の締結） 

第２２条 市と利用事業者は、この条例及びこの条例に基づく規則に従って、就業等人材確

保住宅の利用に関する契約を締結し、当該契約の中で利用に関し必要な事項を定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。 

（平成２９年規則第２５号で平成２９年５月３１日から施行） 

（準備行為） 

２ 就業等人材確保住宅に係る申請その他利用のために必要な準備行為は、この条例の施行

前においても、この条例の例により行うことができる。 

別表（第３条関係） 

名称 位置 住戸数 間取り 

就業等人材確保住宅（三

島町） 

南相馬市原町区三島町二丁目３３番地 １４戸 １K 

就業等人材確保住宅（東

町） 

南相馬市原町区東町二丁目８６番地の３ １０戸 １K 
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○南相馬市就業等人材確保住宅条例施行規則 

平成２９年３月２４日 

規則第１５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市就業等人材確保住宅条例（平成２９年南相馬市条例第１１号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（募集方法） 

第２条 市長は、就業等人材確保住宅を利用する事業者を募集するときは、次に掲げる方法

により行うものとする。 

(1) 市の広報紙 

(2) 市のホームページ 

(3) 南相馬市公告式条例（平成１８年南相馬市条例第３号）第２条第２項に規定する掲示

場への掲示 

２ 市長は、前項の募集に当たっては、就業等人材確保住宅の提供場所、住戸数、規格、使

用料、利用可能期間、利用の資格、申込方法、申込期間その他必要な事項を表示する。 

（利用許可の申請の手続） 

第３条 条例第６条第１項の規定により就業等人材確保住宅の利用の許可を受けようとする

事業者（以下「利用申請事業者」という。）は、就業等人材確保住宅利用許可申請書（様

式第１号。以下「利用許可申請書」という。）に別表に定める利用申請事業者の種類及び

区分に応じた必要書類を添えて、利用を開始しようとする日の１４日前までに市長に提出

しなければならない。 

（利用の許可） 

第４条 条例第６条第２項の許可は、就業等人材確保住宅利用許可・不許可決定通知書（様

式第２号）により行うものとする。 

２ 市長は、利用申請事業者による利用申込みの数が空き住戸の数を上回るときは、公開抽

選の方法により利用を許可する事業者を決定する。 

（契約） 

第５条 利用申請事業者は、前条第１項の就業人材確保住宅利用許可決定通知書を受け取っ

たときは、速やかに市と就業等人材確保住宅賃貸借契約書（様式第３号。以下「契約書」

という。）を締結しなければならない。 

２ 前項の契約書には、借地借家法（平成３年法律第３０号）第３８条第１項の規定による

期間の定めがあり、契約の更新がない建物の賃貸借とする旨を定めるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により契約書を締結しようとするときは、就業等人材確保住宅賃

貸借事前説明書（様式第４号）を交付するとともに契約上の重要事項を説明するものとす

る。 

（引渡し） 

第６条 市長は、契約書を締結し、条例第１３条第２項の規定による使用料の納入を確認し

資料．２－５ 
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た後、条例第６条第２項の規定により利用を許可した住戸及び附帯施設（以下「施設等」

という。）を利用を許可した事業者（以下「利用事業者」という。）に引き渡すものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定による施設等の引渡しをするときは、利用事業者に施設等及び施設

等の鍵（以下「鍵」という。）の取扱いに関する事項を説明するものとする。 

３ 市長は、前項の説明を終了した後に、就業等人材確保住宅引渡書（様式第５号）ととも

に施設等及び鍵を利用事業者に引き渡すものとする。 

４ 利用事業者は、前項の規定による引渡しを受けたときは、就業等人材確保住宅引渡書別

紙の受領書に記名押印しなければならない。 

（利用変更及び期間延長の手続） 

第７条 利用事業者は、条例第６条第１項後段の規定により利用の許可を受けた事項を変更

しようとするときは、速やかに就業等人材確保住宅利用変更・期間延長許可申請書（様式

第６号。以下「変更等許可申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 利用事業者は、条例第１１条第２項の規定による利用期間の延長をしようとするときは、

当該利用期間が終了する日の７月前（利用期間が１年未満のときは２月前）までに変更等

許可申請書を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、変更等許可申請書の提出があったときは、内容を審査し、許可内容の変更の許

可又は不許可を決定するものとする。この場合において、利用事業者への許可の通知及び

許可内容の変更後の契約の締結については、第４条及び第５条の規定を準用する。 

（利用許可の取消し等） 

第８条 市長は、条例第９条第１項の規定により就業等人材確保住宅の施設等の利用を制限

し、又は利用の許可を取り消すときは、就業等人材確保住宅利用許可取消等通知書（様式

第７号）により利用事業者に通知するものとする。 

（中途終了の申出） 

第９条 条例第９条第１項第２号に規定する利用の取消しの申出をしようとする利用事業者

は、就業等人材確保住宅利用終了・解約申出書（様式第８号。以下「解約申出書」という。）

を、利用を終了しようとする日の１月前までに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、解約申出書を受け取ったときは、就業等人材確保住宅利用終了・解約承諾通知

書（様式第９号）により、利用期間の終了日等を利用事業者に通知するものとする。 

（使用料） 

第１０条 条例第１３条第１項に規定する使用料は、南相馬市財務規則（平成１８年南相馬

市規則第３７号）第３３条第１項に規定する納入通知書により徴収するものとする。 

（使用料の返還） 

第１１条 市長は、条例第１３条第４項の規定により使用料を返還する必要が生じたときは、

就業等人材確保住宅使用料返還通知書（様式第１０号）により、利用事業者に通知するも

のとする。 

（減免又は徴収猶予の手続） 

第１２条 条例第１４条の規定により使用料の減額、免除又は徴収猶予を受けようとする利
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用事業者は、市長が必要と認める書類を添えて就業等人材確保住宅使用料減免・徴収猶予

申請書（様式第１１号。以下「使用料減免等申請書」という。）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、使用料減免等申請書を受理したときは、内容を審査し、次条に規定する基準に

より使用料の減額、免除又は徴収猶予の承認又は不承認を決定するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により使用料の減額、免除又は徴収猶予の承認又は不承認を決定し

たときは、その結果を就業等人材確保住宅使用料減免・徴収猶予承認・不承認決定通知書

（様式第１２号）により利用事業者に通知するものとする。 

（減免の基準等） 

第１３条 条例第１４条の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

(1) 利用事業者が地震、火災、水害その他の災害又は事故により容易に回復し難い損害を

受けたときは、その損害回復にかかる経費として認定する額を条例第１４条の規定によ

り使用料から減額するものとする。 

(2) 前号に規定する場合において、利用事業者が受けた損害が容易に回復し難いものに至

らない場合においては、使用料の徴収を猶予するものとする。 

２ 使用料の減免又は徴収猶予の期間は、１２月を上限とし、利用事業者の事情等を勘案し

て決定する。 

（現状変更） 

第１４条 条例第１６条第３項ただし書の許可を受けようとする利用事業者は、就業等人材

確保住宅施設等現状変更許可申請書（様式第１３号。以下「現状変更許可申請書」という。）

に施設等の現状変更の内容を明らかにする書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、現状変更許可申請書を受理したときは、内容を審査し、許可又は不許可を決定

したときは、その結果を就業等人材確保住宅施設等現状変更許可・不許可決定通知書（様

式第１４号）により、利用事業者に通知するものとする。 

（終了通知） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用期間の満了により就業等人

材確保住宅の賃貸借が終了する旨を就業等人材確保住宅利用期間終了通知書（様式第１５

号）により利用事業者及び居住者に通知するものとする。 

(1) 利用期間が１年の場合において、当該利用期間が満了する日の７月前までに利用期間

の延長の申請がないとき。 

(2) 利用期間が１年未満の場合において、当該利用期間が満了する日の２月前までに利用

期間の延長の申請がないとき。 

(3) 第７条第３項の規定により利用期間の延長を不許可と決定したとき。 

(4) 条例第１１条第２項の規定により延長した後の利用期間の合計が２年に達したとき。 

２ 市長は、前項第１号に該当するとき、及び前項第４号の場合で利用期間を延長した後の

契約における利用期間が１年のときには、当該利用期間が満了する日の６月前までに前項

の通知をするものとする。 

（明渡し） 
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第１６条 利用事業者は、条例第１７条第１項の規定により施設等の明渡しをするときは、

市長が指定する日時に利用終了の検査に立ち会わなければならない。 

２ 利用事業者は、前項の検査に合格した後に、施設等及び鍵を市長に返却しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の規定により施設等及び鍵の返却を受けたときは、就業等人材確保住宅明

渡し確認書（様式第１６号）を利用事業者に交付するものとする。 

（遵守事項） 

第１７条 利用事業者は、就業等人材確保住宅を利用するに当たり、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。 

(1) 引渡しを受けた施設等、鍵及び利用許可等に係る関係書類を適正に管理すること。 

(2) 契約書に記載された利用条件及び市職員の指示を守ること。 

（毀損等の届出） 

第１８条 利用事業者は、就業等人材確保住宅の施設等又は鍵を毀損し、又は滅失したとき

は、直ちにその旨を市長に届け出て、指示を受けなければならない。 

（その他） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、就業等人材確保住宅の管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 就業等人材確保住宅に係る申請その他利用のために必要な準備行為は、この規則の施行

前においても行うことができる。 

別表（第３条関係） 

利用申請事業者の種類 区分 必要書類 

条例第７条第１号ア及びイに

掲げるもの 

共通 （１） 市町村税の完納証明書又は非課税証明書（３

月以内に発行されたもの） 

（２） 印鑑証明書（３月以内に発行されたもの） 

（３） 雇用保険適用事業所設置届事業主控の写し 

（４） 営業に必要な資格を証する書類の写し 

（５） その他市長が必要と認める書類 

個人 （１） 住民票の写し（３月以内に発行されたもの） 

（２） 運転免許証、個人番号カード、パスポートそ

の他顔写真付きの公的な証明書の写し 

（３） 市区町村が発行する身分証明書（３月以内に

発行されたもの） 

（４） 登記されていないことの証明書（３月以内に

発行されたもの） 
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法人 （１） 登記の履歴全部事項証明書（３月以内に発行

されたもの） 

条例第７条第１号ウに掲げる

もの 

共通 （１） 印鑑証明書（３月以内に発行されたもの）又

は公印について定めた法令若しくは例規等の写し 

（２） 市内で事業を行うことを証する書類 

（３） その他市長が必要と認める書類 
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